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平成 21 年 12 月 10 日 

 

内閣府特命担当大臣  福 島  みずほ 様 

 

私立保育所運営費の一般財源化に断固反対します 

国として子どもの育ちを保障してください 

 

 

                 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

             政策委員会委員長  酒井 喜正 
 

 

 

○国として子どもの育ちを保障してください 

  地方財政が逼迫するなか、私立保育所運営費を一般財源化することは、子どもの

育ちを支える保育を後退させることになります。待機児童対策、少子化対策を進め

るためには、国が財源を確保し、保育所の整備・運営を保障することが必要不可欠

です。 

  

○保育所の一般財源化は地域間格差を広げます 

平成 16 年度に行われた公立保育所の一般財源化により、公立保育所保育士の非

正規化・非常勤化が進み、サービスの質の維持、確保が困難となる問題が生じてい

ます。子どもの育ちが地方自治体の財政力に左右されることがないよう、国の責任

において、すべての子どもの育ちを保障してください。 
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○国として子どもの育ちを保障してください 

  地方財政が逼迫するなか、私立保育所運営費を一般財源化することは、子どもの

育ちを支える保育を後退させることになります。待機児童対策、少子化対策を進め

るためには、国が財源を確保し、保育所の整備・運営を保障することが必要不可欠
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平成 16 年度に行われた公立保育所の一般財源化により、公立保育所保育士の非

正規化・非常勤化が進み、サービスの質の維持、確保が困難となる問題が生じてい

ます。子どもの育ちが地方自治体の財政力に左右されることがないよう、国の責任

において、すべての子どもの育ちを保障してください。 

 


